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6 2015（平成27年）

　原動機付自転車や二輪車などのバイクには、軽自動車税（市町
村税）が課されています。平成27年度分から実施されることになっ
ていた原動機付自転車と二輪車に対する軽自動車税の税率引き上
げが、平成27年度税制改正により１年延期され、平成28年度分か
らの適用に変更されています。

バイクの税率引き上げ１年延期に

6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE
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国　税／ 5月分源泉所得税の納付 
 6月10日

国　税／ 所得税の予定納税額の通知 
 6月15日

国　税／ 4月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 6月30日

国　税／ 10月決算法人の中間申告 
 6月30日

国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消
費税等の中間申告（年3回の
場合） 6月30日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届（市町村役
場に提出） 6月30日

あじさい



６月号─2

　

障
害
者
雇
用
促
進
法
で
は
、
常
時

雇
用
す
る
労
働
者
数
の
二
・
〇
％
に

相
当
す
る
障
害
者
を
雇
用
（
法
定
雇

用
率
と
い
い
、
労
働
者
数
五
〇
人
に

つ
き
一
人
の
障
害
者
を
雇
用
）
す
る

こ
と
を
事
業
主
に
義
務
付
け
て
い
ま

す
。
今
回
は
障
害
者
雇
用
に
伴
っ
て

支
給
さ
れ
る
助
成
金
等
を
ご
紹
介
い

た
し
ま
す
。

　
一
　
障
害
者
雇
用
の
動
向

　

は
じ
め
に
障
害
者
雇
用
に
関
す
る

動
向
に
触
れ
て
お
き
ま
す
。

㈠
　
雇
用
状
況

　

厚
生
労
働
省
の
調
査
結
果
（
平
成

二
十
六
年
六
月
時
点
）
で
は
、
実
雇

用
率
は
一
・
八
二
％
、
法
定
雇
用
率

達
成
企
業
の
割
合
は
四
四
・
七
％
と

な
っ
て
い
ま
し
た
。

　

法
定
雇
用
率
の
二
・
〇
％
に
は
至

っ
て
い
な
い
も
の
の
、
雇
用
す
る
障

害
者
数
は
十
一
年
連
続
で
過
去
最
高

を
更
新
し
、
障
害
者
雇
用
は
着
実
に

進
展
し
て
い
る
状
況
で
す
。

㈡
　
制
度
改
正

　

平
成
二
十
七
年
四
月
以
降
、
障
害

者
雇
用
納
付
金
制
度
注
の
対
象
事
業

主
の
範
囲
が
拡
大
さ
れ
、
労
働
者
数

一
〇
〇
人
超
二
〇
〇
人
以
下
を
雇
用

す
る
事
業
主
に
つ
い
て
も
、
法
定
雇

用
率
未
達
成
の
場
合
は
納
付
金
を
徴

収
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
（
従

来
は
、
二
〇
〇
人
超
の
事
業
主
を
対

象
）。

注　

障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度

　
　

法
定
雇
用
率
を
満
た
し
て
い
な

い
事
業
主
は
納
付
金
（
不
足
一
人

あ
た
り
月
額
五
万
円
。
一
定
の
労

働
者
数
の
企
業
は
四
万
円
）
を
徴

収
さ
れ
、
法
定
雇
用
率
を
上
回
っ

て
雇
用
し
て
い
る
企
業
に
対
し
て

は
調
整
金
（
超
過
一
人
あ
た
り
二

万
七
千
円
）
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
二
　
助
成
金
等

　

障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度
よ
り
支

給
さ
れ
る
調
整
金
の
他
に
も
、
障
害

者
雇
用
に
関
し
て
各
種
の
助
成
金
等

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
種
類
が
多

岐
に
わ
た
る
た
め
、
こ
こ
で
は
そ
の

一
部
を
ご
案
内
し
ま
す
。

㈠
　
障
害
者
を
雇
用
し
た
と
き
等

①　

特
定
求
職
者
雇
用
開
発
助
成
金

　
　

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
紹
介
に
よ

り
、
雇
用
保
険
の
一
般
被
保
険
者

と
し
て
雇
い
入
れ
、
継
続
雇
用
が

確
実
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き

に
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
　

中
小
企
業
で
は
一
人
あ
た
り
最

大
一
三
五
万
円
（
重
度
障
害
者
等

二
四
〇
万
円
）
が
支
給
さ
れ
、
助

成
対
象
期
間
は
一
年
六
か
月
（
同

二
年
）
で
す
。

※
支
給
額
や
支
給
期
間
は
、
企
業

規
模
や
対
象
労
働
者
の
労
働
時

間
の
長
さ
に
よ
っ
て
異
な
り
ま

す
。

②　

障
害
者
ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
奨
励

金

　
　

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
紹
介
に
よ

り
、
就
職
困
難
な
障
害
者
を
試
行

的
に
原
則
三
か
月
間
雇
い
入
れ
た

場
合
に
、
対
象
者
一
人
に
つ
き
月

額
最
大
四
万
円
が
、
最
長
三
か
月

間
支
給
さ
れ
ま
す
。

③　

発
達
障
害
者
・
難
治
性
疾
患
患

者
雇
用
開
発
助
成
金

　
　

発
達
障
害
者
又
は
難
治
性
疾
患

患
者
を
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
紹

介
に
よ
り
雇
用
保
険
の
一
般
被
保

険
者
と
し
て
雇
い
入
れ
た
中
小
企

業
に
一
三
五
万
円
（
大
企
業
五
〇

万
円
）
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

④　

障
害
者
初
回
雇
用
奨
励
金
（
フ

ァ
ー
ス
ト
・
ス
テ
ッ
プ
奨
励
金
）

　
　

障
害
者
の
雇
用
経
験
の
な
い
一

定
規
模
の
中
小
企
業
が
、
初
め
て

一
定
要
件
に
該
当
す
る
障
害
者
を

雇
用
し
法
定
雇
用
率
を
達
成
し
た

場
合
に
、
一
二
〇
万
円
が
支
給
さ

れ
ま
す
。

⑤　

中
小
企
業
障
害
者
多
数
雇
用
施

設
設
置
等
助
成
金

　
　

障
害
者
の
雇
入
れ
計
画
を
作
成

し
て
一
〇
人
以
上
雇
用
す
る
な
ど

の
要
件
を
満
た
し
た
場
合
に
、
雇

入
れ
に
必
要
な
施
設
の
設
置
等
を

行
う
中
小
企
業
事
業
主
に
対
し
、

設
置
等
に
要
し
た
費
用
に
応
じ
て

そ
の
一
部
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

⑥　

精
神
障
害
者
雇
用
安
定
奨
励
金

　
　

精
神
障
害
者
の
雇
用
を
促
進
す

る
と
と
も
に
職
場
定
着
を
図
る
た

め
、
精
神
障
害
者
を
新
た
に
雇
入

れ
る
と
と
も
に
働
き
や
す
い
職
場

づ
く
り
を
行
っ
た
事
業
主
に
対
し

て
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
　

支
給
額
は
、
各
種
取
組
（
支
援

す
る
専
門
家
の
活
用
、
講
習
受
講

な
ど
）
ご
と
に
認
め
ら
れ
た
経
費

障
害
者
雇
用
の

助
成
金
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の
二
分
の
一
相
当
額
（
上
限
額
あ

り
）
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑦　

重
度
知
的
・
精
神
障
害
者
職
場

支
援
奨
励
金

　
　

重
度
知
的
障
害
者
ま
た
は
精
神

障
害
者
を
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
紹

介
に
よ
り
雇
い
入
れ
る
と
と
も
に
、

そ
の
業
務
に
必
要
な
援
助
や
指
導

を
行
う
職
場
支
援
員
を
配
置
す
る

事
業
主
に
対
し
て
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
　

中
小
企
業
で
は
、
対
象
労
働
者

一
人
あ
た
り
月
額
四
万
円
が
支
給

さ
れ
ま
す
（
最
長
二
年
間
）。

※
支
給
額
は
、
企
業
規
模
や
対
象

労
働
者
の
労
働
時
間
の
長
さ
に

よ
っ
て
異
な
り
ま
す
。

㈡
　
施
設
な
ど
を
整
備
し
た
場
合

①　

障
害
者
作
業
施
設
設
置
等
助
成

金

　
　

障
害
者
が
障
害
を
克
服
し
作
業

を
容
易
に
行
え
る
よ
う
配
慮
さ
れ

た
施
設
ま
た
は
改
造
等
が
な
さ
れ

た
設
備
の
設
置
ま
た
は
整
備
等
を

行
う
場
合
に
、
そ
の
費
用
の
一
部

が
助
成
さ
れ
ま
す
。

　
　

支
給
額
は
、
設
置
や
整
備
に
か

か
る
費
用
の
三
分
の
二
（
上
限
額

あ
り
）、
作
業
設
備
の
賃
借
の
と

き
は
設
備
を
使
用
す
る
労
働
者
数

や
障
害
者
数
等
に
応
じ
算
出
し
た

額
な
ど
、
実
施
内
容
に
応
じ
て
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

②　

障
害
者
福
祉
施
設
設
置
等
助
成

金

　
　

障
害
者
で
あ
る
労
働
者
の
福
祉

の
増
進
を
図
る
た
め
、保
健
施
設
、

給
食
施
設
、
教
養
文
化
施
設
等
の

福
利
厚
生
施
設
を
設
置
ま
た
は
整

備
す
る
場
合
に
、
そ
の
費
用
の
一

部
が
助
成
（
設
置
・
整
備
に
か
か

る
費
用
の
三
分
の
一
（
上
限
額
あ

り
））
さ
れ
ま
す
。

③　

障
害
者
介
助
等
助
成
金

　
　

就
職
が
特
に
困
難
と
認
め
ら
れ

る
障
害
者
を
雇
い
入
れ
る
か
継
続

し
て
雇
用
し
て
い
る
事
業
主
が
、

障
害
の
種
類
や
程
度
に
応
じ
た
適

切
な
雇
用
管
理
の
た
め
に
必
要
な

介
助
等
の
措
置
を
実
施
す
る
場
合

に
、
そ
の
費
用
の
一
部
を
助
成
す

る
も
の
で
す
。

　
　

助
成
金
の
内
容
は
さ
ら
に
細
分

化
さ
れ
、
そ
の
内
容
に
応
じ
て
要

件
、
支
給
額
（
例
え
ば
、
対
象
者

一
人
あ
た
り
三
万
円
を
三
年
間
支

給
な
ど
）が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

④　

重
度
障
害
者
等
通
勤
対
策
助
成

金

　
　

重
度
身
体
障
害
者
、
知
的
障
害

者
、
精
神
障
害
者
ま
た
は
通
勤
が

特
に
困
難
と
認
め
ら
れ
る
身
体
障

害
者
を
雇
用
す
る
事
業
主
等
が
、

障
害
者
の
通
勤
を
容
易
に
す
る
た

め
の
措
置
を
行
う
場
合
に
、
そ
の

費
用
の
一
部
を
助
成
す
る
も
の
で

す
。

　
　

助
成
内
容
は
、
障
害
者
用
住
宅

の
新
築
、
通
勤
用
バ
ス
や
自
動
車

の
購
入
、
通
勤
従
事
者
の
委
嘱
な

ど
様
々
な
も
の
が
あ
り
、
内
容
に

応
じ
て
要
件
や
支
給
額
が
定
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

㈢
　
能
力
開
発
を
行
っ
た
場
合

・
障
害
者
能
力
開
発
助
成
金

　
　

障
害
者
の
職
業
能
力
の
開
発
・

向
上
の
た
め
に
、
能
力
開
発
訓
練

事
業
を
行
う
事
業
主
等
に
対
し
て

助
成
さ
れ
る
も
の
で
、
障
害
者
の

雇
用
の
促
進
や
雇
用
の
継
続
を
図

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

　
　

助
成
内
容
は
、
施
設
設
置
費
、

運
営
費
、
受
講
、
グ
ル
ー
プ
就
労

訓
練
の
四
つ
に
分
け
ら
れ
、
そ
れ

ぞ
れ
要
件
や
支
給
額
が
定
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　
三
　
税
制
優
遇
措
置

　

障
害
者
を
多
数
雇
用
す
る
な
ど
積

極
的
な
取
り
組
み
を
実
施
し
て
い
る

企
業
に
対
し
、
税
制
優
遇
措
置
が
設

け
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
そ
の
一
部

を
紹
介
し
ま
す
。

①　

機
械
等
の
割
増
償
却
措
置
（
法

人
税
・
所
得
税
）

　
　

障
害
者
を
多
数
雇
用
す
る
事
業

所
が
減
価
償
却
を
行
う
際
、取
得
・

製
作
、
建
設
し
た
機
械
や
設
備
な

ど
に
つ
い
て
、
普
通
償
却
限
度
額

に
加
え
て
、
機
械
は
二
四
％
、
工

場
用
建
物
は
三
二
％
の
割
増
償
却

を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
適
用

期
限
は
平
成
二
十
八
年
三
月
三
十

一
日
ま
で
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

②　

助
成
金
の
非
課
税
措
置
（
法
人

税
・
所
得
税
）

　
　

国
や
地
方
公
共
団
体
の
補
助
金
、

給
付
金
、
障
害
者
雇
用
納
付
金
制

度
に
基
づ
く
助
成
金
の
支
給
を
受

け
、
そ
れ
を
固
定
資
産
の
取
得
ま

た
は
改
良
に
使
っ
た
場
合
、
そ
の

助
成
金
分
は
非
課
税
と
す
る
措
置

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

今
回
取
り
上
げ
た
助
成
金
等
は
、

公
共
職
業
安
定
所
や
独
立
行
政
法
人

高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機

構
に
、
相
談
、
支
援
の
窓
口
が
設
け

ら
れ
て
い
ま
す
。
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　労働保険（労災保険と雇用保険）の保険
料は、毎年４月１日から翌年３月31日まで
の１年間（「保険年度」といいます）を単位
として計算し、原則として６月１日から７
月10日までの間に申告・納付を行います。
※有期事業（建設業等）は、保険年度では
なく事業の全期間の保険料を申告・納付
することとなります。

　労働保険料は、保険年度ごとの賃金見込
み額を用いて概算額を算出し、保険年度末
に賃金総額が確定した後で精算する仕組み
になっています。前年度の「確定保険料」
と新年度の「概算保険料」を申告・納付す
るための手続きを「年度更新」といいます。
　「労災保険率」は、平成27年４月から変
更されている事業があり注意を要します。
　労働局から送付される案内により保険料
率の変更の有無を確認しましょう。
　変更があった事業では確定保険料と概算

保険料の計算に用いる労災保険率が異なり
ますので気をつけてください。確定保険料
（前年度の賃金総額に保険料率を乗じる）を
計算するときは従来の率を用い、概算保険
料（新年度の賃金見込み額に保険料率を乗
じる）を計算するときは新しい率を用いま
す。
　なお、「雇用保険率」は前年と同率です。
　労働保険料の計算において、賃金総額の
把握は重要な作業と言えます。
　例えば、代表者や役員は労働保険の対象
外（原則）となりますので、役員報酬が含
まれているときは除外して計算します。
　雇用保険の被保険者とならない者がいる
事業所では、労災保険料と雇用保険料の計
算の対象となる賃金総額を別個に算出する
必要があります。保険年度の初日（４月１日）
において満64歳以上の者がいるときは、
雇用保険料が免除になりますので、高齢者
については生年月日の確認も行いましょう。
　労働保険料に不明点が生じたときは、労
働基準監督署にお問い合わせ下さい。

　平成27年４月より、協会けんぽの健康
保険料率および介護保険料率が変更されま
した。新しい保険料率は、協会けんぽの各
都道府県支部またはWEBサイトにてご確
認ください。
　新しい保険料率の適用時期には注意を要
します。従来は３月分（４月納付分）から改
定が行われていましたが、平成27年度は
１か月遅れ、４月分（５月納付分）から改定
されました。４月以降の給与計算結果を確
認し、新しい率への改定時期がずれていた
ときは今後の給与計算時に差額の調整を要
します。
　なお、健康保険組合の適用事業所におけ
る率の変更の有無および適用時期について
は、各健康保険組合にお問い合わせくださ
い。
　また、厚生年金保険料率は、平成27年
４月時点での変更はありません。こちらは
平成27年９月分（10月納付分）から新た
な率に変更される予定です。
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